
 

 

 

千葉市監査委員告示第１０号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、監査の結果 

に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通知がありましたので、公表し 

ます。 

 

    令和５年１１月１日 

 

千葉市監査委員   宍 倉 輝 雄 

同        宮 原 清 貴 

同         米 持 克 彦 

同        白 鳥   誠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

５千総総第７９９号 

令和５年１０月１８日 

 

 千葉市監査委員 宍 倉 輝 雄 

 同       宮 原 清 貴 

 同       米 持 克 彦 

 同       白 鳥   誠 

 

千葉市長 神 谷 俊 一   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 

 平成３１年度監査報告第１０号、令和２年度監査報告第８号及び第１０号、令和３年度監

査報告第９号及び第１１号並びに令和４年度監査報告第９号及び第１１号により報告のあっ 

た監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１９９条第１４項の規定により別紙のとおり通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 総務局総務部総務課 似田 

電話 ４０１３

様 



 

 

報告書番号 ３１監査報告第１０号 

監査の種類 事務事業定期監査（行政監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

２（３）教職員の研修に係る経費を明確化し、

適切に公費負担すべきもの（教育委員

会） 

教育委員会では、小・中・特別支援学

校の教職員が各種研修に参加する際の

旅費（交通費、宿泊費、日当等）を、研

修事業費ではなく、各学校に配付した

学校管理費から支出している。また、研

修参加に係る負担金は、一部を除いて

予算化されていない。 

    このことから、次のような問題が生

じている。 

    ① 外部の団体が主催する視察研修

に係る旅費を各学校に配付した学

校管理費から支出しているが、研

修内容の確認が十分ではないと思

われる事例があった。 

 ② 教育センターが主催し、少年自

然の家等で実施する現地研修等に

ついて、バス借上料等の使用料は

教育センターの研修事業費で支出

し、旅費は各学校に配付した学校

管理費で支出していることから、

当該研修に係る経費の総額が明確

とはいえない事例があった。 

    ③ 公費負担すべき研修が明確にさ

れていないため、旅費のみ公費負

担し、参加負担金は教職員の自費

により対応している事例が散見さ

れた。 

    教職員の研修は、資質能力向上のた

め不可欠なものであり、限られた財源

で、より効果的に実施し、充実を図る必

要がある。 

 教育委員会事務局においては、教職

員の研修に係る経費を明確化するとと

もに、公費負担が妥当なものかどうか

を精査し、適切な公費負担を行われた

い。 

 

 

 

 

 小・中・特別支援学校の教職員が公費負担

により参加する研修については、令和２年７

月１７日付けで、教育総務部長から各学校長

に対して通知し、明確化した。 

また、研修参加に係る経費については、旅

費は令和３年度から、負担金は令和４年度か

ら教育センターが研修事業費として予算化

した。 

なお、外部の団体が主催する視察研修につ

いては、令和４年度から教育指導課長が研修

内容の確認を行っている。 

 

 

 

 

 

 



 

 

３（１）小・中・特別支援学校における学校徴

収金の支出を適正に行うべきもの（教

育委員会） 

    小・中・特別支援学校における学校

徴収金については、千葉市立小学校・中

学校及び特別支援学校における学校徴

収金の管理及び事務取扱に関する要綱

（以下「学校徴収金要綱」という。）及

び「学校徴収金の管理及び事務取扱に

関する要綱」マニュアル（以下、「学校

徴収金マニュアル」という。）において、

以下のとおり定めている。 

    ① 学校徴収金とは、「公費（市費）

     外の経費で、学校教育活動上必要 

な教材等に関して、児童生徒の所 

有に係るものや教育活動の結果、 

直接的に児童生徒に還元されるも 

のに係る経費で、学校が、保護者等 

から徴収する経費」である。 

    ② 教材や実習材料等の購入に当た 

っては、本来公費で執行すべきも 

のを安易に徴収金で執行していな 

いか点検し、公費で執行できるも 

のは公費で執行する。 

    しかしながら、デジタルカメラやパ

ソコン用品等の学校備品等の購入費

や、教職員の出張費用、学校行事に係る

会場使用料等、本来公費で支出すべき

経費が学校徴収金から支出されている

等、不適切と思われる事例が複数の学

校で散見された。 

    学校においては、学校徴収金要綱・

マニュアルに基づき、学校徴収金の支

出を適正に行われたい。 

教育委員会事務局においては、早急 

に学校における学校徴収金の支出の実

態を把握した上で、公費により支出す

べき経費と学校徴収金により支出すべ

き経費を適切に区分し、具体例をもっ

て学校に示されたい。 

 

 

 

学校徴収金の適正な支出については、学事

課長から各学校長に対して、学校徴収金要

綱・マニュアルに基づき、適正に行うよう通

知を行い、所属職員に対し周知徹底し、令和

４年４月１日から適正な運用を行っている。 

また、公費により支出すべき経費と学校徴

収金により支出すべき経費の区分について

は、統一的な基準の整理及び具体的な区分表

の作成を行い、令和５年５月３１日付けで、

総務課長及び学事課長から各学校長に対し

通知し、適正な運用に取り組んでいる。 



 

 

（２）小・中・特別支援学校における学校徴収

金事務の検査・確認を適正に行うべきも

の（教育委員会：小・中・特別支援学校） 

学校徴収金要綱によると、会計年度  

末、保護者等代表が「本監査」を行うこと

とされている。 

また、学校徴収金マニュアルによると、

校長は、年度末に「学校徴収金事務検査報

告書」及び「学校支出（口座）一覧表」を

作成し、教育委員会事務局に提出するこ

ととされている。 

しかしながら、①保護者代表による「本

監査」の報告に記載された年度末収支、②

学校が作成し教育委員会事務局に提出さ

れた「学校支出（口座）一覧表」に記載さ

れた年度末収支及び残高並びに③預金通

帳に記録された年度末残高の金額が整合

していない事例が多数見受けられた。こ

の原因として、保護者による「本監査」及

び教育委員会事務局への報告書等の提出

が会計年度終了前に行われていること

や、校内で行う校長・教頭による確認内容

が不明確であることが挙げられる。 

学校においては、学校徴収金要綱・マニ

ュアルに基づき、事務職員、教頭及び校長

による検査並びに教育委員会事務局に提

出する報告書等の作成及び確認を適切に

行われたい。 

教育委員会事務局においては、学校徴

収金の検査及び監査が適切に行われるよ

う、検査及び監査の実施方法について見

直しを行い、必要に応じて学校徴収金要

綱・マニュアルの改正を行って学校に周

知するととともに、教育委員会事務局に

提出された報告書等をもとに確認を行う

等、チェック体制の充実を図られたい。 

 

 

 

 

小・中・特別支援学校における学校徴収金

事務の検査・確認については、令和４年４月

１日付けで学校徴収金要綱・マニュアルを改

正し、学事課長から各学校長に対して、改正

後の要綱・マニュアルに基づき、検査・確認

を適正に行うよう通知を行い、所属職員に対

し周知徹底し、以後、適正な運用を行ってい

る。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）小・中・特別支援学校における学校徴 

収金の保護者に対する会計報告を適切に

行うべきもの（教育委員会：小・中・特別

支援学校） 

   学校徴収金要綱によると、校長は、本  

監査終了後、保護者等へ会計報告を行う

 

 

 

 

小・中・特別支援学校における学校徴収金

の保護者に対する会計報告については、必要



 

 

ものとするとされている。 

また、学校徴収金マニュアルによると、

会計報告書には収支金額のほか、支出の

内容を詳細に記入することとされてい

る。 

しかしながら、会計報告書を確認した

ところ、一人当たりの金額を記載するの

みで全体の金額を報告していない事例

や、支出の明細を明らかにしない事例が

散見された。 

会計報告は、保護者等が、負担した学校

徴収金の使途等を確認できる唯一の機会

であることから、学校においては必要な

情報を提供するよう、適切に会計報告を

行われたい。 

教育委員会事務局においては、学校に

対する指導を行われたい。 

 

な情報を記載した書式に統一し、学事課長か

ら各学校長に対して通知を行い、令和４年４

月１日から適正な運用を行っている。 

（４）高等学校の私費会計にかかる要綱、マ

ニュアル等を整備すべきもの（教育委員

会） 

高等学校においては、保護者等からの

副教材費、学年積立金、保護者等団体会費

等の公費以外の経費（以下「私費」とい

う。）徴収、支出等の会計事務を処理して

いるが、今回の監査において、関係書類の

調査を行ったところ、以下のような問題

点が見受けられた。 

① 会計事務担当者以外による帳簿と通

帳残高の照合等の検査の記録が残っ

ていない。 

② 事務処理の各段階における権限・責任

の所在について、規定が設けられていな

い。 

③ 公費と私費の負担区分にかかる判断

が、各校において異なっているもの

があった。 

④ 公費や教職員個人による負担がより

適切と思われる経費（団体負担金や

教職員の研修に係る経費等）が、保護

者等団体会計から支出されている事

例が見受けられた。 

このことについて、教育委員会事務局

 

 

 

高等学校における私費会計の適正な事務

執行を担保するための要綱、マニュアル等の

整備については、千葉市立高等学校私費会計

取扱要綱及び千葉市立高等学校私費会計取

扱マニュアルを令和５年３月３１日に制定

し、当該要綱・マニュアルに基づき適切に運

用している。 

 

 



 

 

に聞き取りを行ったところ、高等学校に

おける私費会計の事務執行の基準となる

要綱、マニュアル等は存在しないとのこ

とであった。 

教育委員会事務局においては、私費会

計の適正な事務執行を担保するため、要

綱、マニュアル等を整備されたい。 

 

（５）高等学校における寄附採納の手続を適

正に行うべきもの（教育委員会：高等学

校） 

「学校関係団体が実施する事業に係る

兼業兼職等の取扱い及び学校における会

計処理の適正化についての留意事項等に

ついて」（平成２４年５月９日付け２４文

科初第１８７号文部科学省初等中等教育

局長通知）によると、保護者等団体から学

校に対して自発的な寄附（金銭・物件）を

行うことは禁止されていないが、その受

納に当たっては、当該学校の設置者であ

る地方公共団体が定める関係規程等に従

い、会計上の適正な手続を経ることとさ

れている。 

しかしながら、高等学校においては、保

護者等団体から支援を受けて整備した備

品等があるにもかかわらず、寄附採納及

び備品登録の手続が行われていなかっ

た。 

備品等の寄附を受けるに当たっては、

物品会計規則等に基づき適正な手続を行

われたい。 

 

 

 

 

保護者等団体から寄附の申し出があった

場合については、物品会計規則に基づき、適

正に寄附採納及び備品登録の手続を行って

いる。 

 

  



 

 

報告書番号 ２監査報告第８号 

監査の種類 事務事業定期監査（財務監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）支出事務 

  カ 資格取得等の支援に係る公費負担

を適正に行うべきもの（病院局） 

  （ア）事案 

     病院局においては、専門医、感染

制御認定薬剤師その他の各種資格

取得や、単位認定、講習受講等を支

援するため、受験料、認定料、受講

料等の費用を公費で負担していた。 

  （イ）問題点 

     これらの支援に係る支出は、当該

職員個人の資格に係るものである

以上、補助金として整理されるべき

ものであるが、病院局においては、

本件支出の根拠となる補助金交付

要綱を定めておらず、職員からの請

求により支出していた。 

  （ウ）指摘 

     病院運営上、また、職員の専門能

力向上の観点から、各種資格の取得

や講習受講の必要性は高いものと

考えられ、限られた財源でより効果

的に実施する必要がある。 

     病院局においては、「補助金の執

行事務の適正化について」（財政部

長通知）に従い、補助金交付要綱を

定め、補助対象とする資格、単位、

講習等の具体的な基準を明確化す

るとともに、事前申請や交付決定等

の手続、補助率、上限額等を定め、

事務処理を適正に行われたい。 

 

 

 

 

 資格取得等の支援に係る支出については、

「補助金の執行事務の適正化について」（財

政部長通知）に従い、「千葉市立病院職員資格

取得等支援助成金交付要綱」を制定し、補助

対象とする資格等の基準、事前申請や交付決

定等の手続、補助率等を定め、令和５年４月

１日から施行している。 

 

  



 

 

報告書番号 ２監査報告第１０号 

監査の種類 財政援助団体等監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

３ 公の施設の指定管理者 

（１）公益財団法人 千葉市文化振興財団 

ア 【団体】業務の再委託に係る手続を適

正に行うべきもの 

（ア）事案及び問題点 

千葉市民会館・千葉市文化センター

の管理運営に関する基本協定書によ

ると、再委託等を行う場合には、あら

かじめ文書による市の承諾を得るこ

とが規定されている。 

しかしながら、一部の業務につい

て、文書による市の承諾を得ることな

く再委託が行われていた。 

  （イ）指摘 

管理業務の再委託等に際しては、基

本協定書に基づき適正な手続を行わ

れたい。 

 

 

 

 

 

 業務の再委託に係る手続きについては、

事務局長から職員に対し、規則に基づき適

正に行うよう周知徹底を図った。 

また、令和４年度から、千葉市民会館・

千葉市文化センターの管理運営に関する基

本協定書に基づき適正に手続きを行ってい

る。 

 

  



 

 

報告書番号 ３監査報告第９号 

監査の種類 事務事業定期監査（財務監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）支出事務 

ア 委託料の経済的な執行に努めるべき

もの（こども未来局） 

（ア）事案及び問題点 

    こども未来局においては、本市と

事業者の間で締結している「子育て

支援情報発信に関する協定」に基づ

き、平成２６年度から「子育てナビ」

をＷＥＢサイトで公開するととも

に、小冊子を作成している。費用につ

いては、ＷＥＢサイトの公開及び小

冊子の作成は無償であるが、協定外

であるＷＥＢサイト内の電子掲示板

の保守及び運用に係る費用として、

委託料を支払っている。 

    電子掲示板については、投稿件数

が極めて少なく、有効活用されてい

るとは言い難い状況となっていたこ

とから、令和元年度事務事業定期監

査において、運用方法について必要

性も含め検討すべきと意見したとこ

ろである。 

今回の監査においても、同様の状況

が認められたことから、電子掲示板の

必要性について所管に確認したとこ

ろ、利用促進のための周知等を行って

いるものの、ＳＮＳの普及等もあり、

電子掲示板の投稿件数が少ない状況

は続いているとのことであった。 

また、協定締結時と状況が変化して

おり、電子掲示板の運用を中止し、Ｗ

ＥＢサイトの公開及び小冊子の作成

のみを無償で行うことは難しくなる

可能性があるとのことであった。 

（イ）指摘 

事業の費用対効果を検証し、電子掲

示板の有効活用されていない期間が

続くのであれば、運用を中止するな

ど、委託料の経済的な執行に努められ

たい。 

 

 

 

ＷＥＢサイト「子育てナビ」における電子

掲示板については、有効活用されていない期

間が続いたため、令和５年３月３１日をもっ

て運用を中止した。 

 



 

 

また、ＷＥＢサイトの公開及び小冊

子の作成も含めて、実情に合った適切

な契約方法を検討されたい。 

 

（２）契約事務 

  ウ 施行決定を適正に行うべきもの（都

市局） 

  （ア）事案及び問題点 

本市においては、契約の決定、締結

前に専決権者の意思決定及び関係各

課の合議を受ける行為である施行決

定を行っているが、「千葉市決裁規程

の運用について」（副市長依命通達）

において、契約予定価格が１０万円未

満の場合等は施行決定を省略するも

のとされている。 

しかしながら、一部の業務委託等に

おいては、契約金額が１０万円以上で

あるにもかかわらず、施行決定を省略

していた。 

（イ）指摘 

施行決定については、依命通達に基

づき適正に行われたい。 

 

 

 

 

施行決定については、令和４年２月２１日

付けで、都市局長から各所属長に対して、再

発防止に努めるよう通知を行い、所属職員に

対し周知徹底し、以後、適正な運用を行って

いる。 

  



 

 

報告書番号 ３監査報告第１１号 

監査の種類 事務事業定期監査（行政監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）指摘 

  イ 区役所における文書主管課としての

業務を適正に行うべきもの（若葉区役

所） 

（ア）事案及び問題点 

若葉区役所地域振興課においては、

完結した文書の引継依頼等、文書主管

課として行うべき区内各課への周知

や書類の提出依頼の一部が行われて

いなかった。 

（イ）指摘 

若葉区役所における文書主管課と

して、区内の各課に対し、千葉市公文

書取扱規程に定められた必要な手続

を行うよう周知・依頼するなどして、

区役所における文書管理が適正に行

われるよう必要な措置を講じられた

い。 

 

 

 

 

 

若葉区役所における文書管理については、

若葉区役所総務課から各所属長に対し、令和

５年５月２２日付けで、完結した文書の引継

等について周知・依頼した。また、書庫での

管理状況を一覧化した台帳を作成するなど

して、千葉市公文書取扱規程等に基づく適正

な文書管理を行っている。 

 

  



 

 

報告書番号 ３監査報告第１１号 

監査の種類 財政援助団体等監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

２ 財政援助団体 

（１）千葉市青少年相談員連絡協議会 

ア 【団体】補助金の交付申請及び実績 

報告に係る書類を適正に作成すべきも 

の 

【所管部局】補助金の交付決定及び 

額の確定審査を適正に行うべきもの 

（ア）事案及び問題点 

千葉市補助金等交付規則（昭和６０

年千葉市規則第８号）によると、補助

金等交付申請書には、補助事業等の効

果を記載した書類を添付しなければ

ならないとされ、補助金等の額を確定

するに当たり、市長は、実績報告に係

る補助事業等の成果が補助金等の交

付決定の内容に適合するものである

かを調査するものとされている。 

しかしながら、青少年健全育成事業

補助金（青少年相談員活動事業)にお

いては、交付申請書に添付された事業

計画書に、具体的な効果の記載が確認

できない事例が見受けられたほか、提

出された書類に記載誤りや記載漏れ

等があるにもかかわらず、補助金交付

団体に修正を求めることなく受理し、

補助金の交付決定及び額の確定を行

っていた。 

なお、補助金額に影響はなく、補助

対象経費以外の経費に充当されてい

る事例はなかった。 

（イ）指摘 

千葉市青少年相談員連絡協議会は、

規則等に基づき、補助金の交付申請及

び実績報告を適正に行われたい。ま

た、所管部局においては、規則等に基

づき補助金の交付決定及び額の確定

審査を適正に行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【団体】 

補助金の交付申請及び実績報告に係る書

類については、令和４年度から、交付申請書

に添付された事業計画書に、具体的な効果を

記載し、記載誤り等に留意して作成した。 

また、マニュアルを作成し、記載に関する

注意事項を相談員に周知するなど、適正に作

成できるよう取り組んでいる。 

【所管部局】 

補助金の交付決定及び額の確定審査につ

いては、令和４年度から、具体的な効果の記

載、記載誤り等の修正について適切に指導す

るなど、規則に基づき行っている。 



 

 

３ 公の施設の指定管理者 

（１）ちばアートウインド運営企業体 

ア【団体】再委託の事前手続を適正に行う

べきもの 

イ【所管部局】再委託の事前手続が適正に

行われるよう指導すべきもの 

（ア）事案及び問題点 

千葉市文化ホール等の管理に関す

る基本協定書によると、再委託を行う

場合には、あらかじめ文書による市の

承諾を得ることが規定されている。 

しかしながら、一部の業務につい

て、文書による市の承諾を得ることな

く再委託が行われていた。 

（イ）指摘 

管理業務の全部又は大部分若しく

は重要な部分を第三者へ再委託する

ことは認められておらず、市は、再委

託される業務が認められるものであ

るかを予め判断する必要がある。 

指定管理者は、管理業務の再委託に

際し、基本協定書に基づき適正な手続

を行われたい。また、所管部局におい

ては、基本協定書に定める手続が適正

に行われるよう必要な指導を行われ

たい。 

 

 

 

 

 

 

 

【団体】 

再委託の事前手続きについては、令和４年

度から基本協定書に基づき適正に行ってい

る。 

【所管部局】 

再委託の事前手続きについては、基本協定

書に基づき適正に行うよう、令和４年３月に

指定管理者に対し指導を行った。また、指定

管理者からの事前手続きについて、令和４年

度から適正に行われていることを確認して

いる。 

  



 

 

報告書番号 ４監査報告第９号 

監査の種類 事務事業定期監査（財務監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）契約事務 

イ 修繕の検査の時期を適正に行うべき

もの（建設局） 

（ア）事案及び問題点 

建設局における修繕請負契約の検 

査の時期を確認したところ、受注者 

から完成通知書を受領した日から１ 

０日を超えて検査を実施している修 

繕が散見された。 

これは、業務を工事に準じて執行 

していたため、工事請負契約の標準 

約款の検査の時期の項目を修正せず 

に使用していたことが原因と考えら 

れる。また、修繕請負契約の標準約 

款が未整備であるため、契約の都 

度、契約書の作成や他の標準約款の 

修正が必要であったことも一因とし 

て考えられる。 

（イ）指摘 

修繕の検査の時期については、法 

令に基づき適正に行われたい。 

（ウ）意見 

今後の事務誤りを減らし、職員の 

負担を軽減するため、修繕請負契約 

の標準約款を整備することを検討さ 

れたい。 

 

 

 

 

 修繕の検査時期については、令和４年１２

月１３日付けで適正な経理事務の執行につ

いて建設局長から各所属長へ通知し、以後、

適正な運用を行っている。 

 なお、検査時期に係る約款については、同

通知により適宜修正し使用することとして

いる。 

 

 

 

（３）その他 

ア 医療保険の被保険者証の写しを取得

する際に留意すべきもの（建設局、教

育委員会） 

（ア）事案 

雇用関係の確認等の目的で受注業

者から提供を受けた、委託業務の主

任技術者等に係る医療保険の被保険

者証の写しについて、保険者番号及

び被保険者等記号・番号（以下「被

保険者等記号・番号等」という。）

並びにＱＲコード（読み取った際に

 

 

 

 

雇用関係の確認及び申請者の本人確認の目

的で取得した被保険者証の写しの取扱いに

ついては、令和４年１２月に、建設局長及び

教育次長から各所属長に対して、法令等に基

づき適正に行うよう通知し、所属職員に対し

周知徹底した。以後、適正な運用を行ってい

る。 

 



 

 

被保険者等記号・番号等がわかるも

のをいう。）にマスキングが施され

ていない事例が散見された。 

（イ）問題点 

医療保険の被保険者証に係る被保

険者等記号・番号等については、プ

ライバシー保護の観点から、健康保

険法（大正１１年法律第７０号）を

はじめとする医療保険各法により、

健康保険事業又はこれに関連する事

務の遂行等の目的以外で告知を求め

ることを禁止する「告知要求制限」

の規定が設けられている。 

これにより、本人確認等のために

被保険者証の写しを求める場合に

は、次のような取扱いをするよう留

意することとなっている。 

① 被保険者証の写しを提出しよ

うとする申請者等に対し、被保

険者等記号・番号等及びＱＲコ

ードにマスキングを施すよう求

め、マスキングを施された写し

の送付を受けること。 

② マスキングが施されていない

被保険者証の写しを受け取った

場合には、当該写しの提供を受

けた者においてマスキングを施

すこと。 

しかしながら、委託業務の受注業

者に提出を求めた被保険者証の写し

について、被保険者等記号・番号等

及びＱＲコードへのマスキングが十

分に行われていなかった。 

（ウ）指摘 

雇用関係の確認等の目的で取得し

た被保険者証の写しの取扱いについ

ては、法令等に基づき適正に行われ

たい。 

  



 

 

報告書番号 ４監査報告第９号 

監査の種類 事務事業定期監査（行政監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）指摘等 

  ア 公有財産台帳への記載を適正に行

うべきもの（建設局） 

  （ア）事案及び問題点 

     建設局の公有財産台帳について、

自転車駐車場に係る記載内容を調

査したところ、登録漏れ、登録誤り

（重複登録等）、削除漏れ等が散見

された。 

  （イ）指摘 

     公有財産台帳への記載は、規則等

に基づき、適正に行われたい。 

 

 

 

 

 公有財産台帳への記載については、令和４

年１２月１３日付けで、建設局長から各所属

長に対して適切に事務を執り行うよう通知

するとともに、規則等に基づく所定の手続き

を行い、令和５年１０月３日付けで、公有財

産台帳の修正を完了した。 

 

  



 

 

報告書番号 ４監査報告第１１号 

監査の種類 事務事業定期監査（財務監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）収入事務 

  ア 行政財産目的外使用料の徴収を適正

に行うべきもの（消防局） 

  （ア）事案及び問題点 

「行政財産使用料の後納の取扱い

について」（平成２２年３月３０日付

け財政部長通知）によると、千葉市行

政財産使用料条例（昭和３９年千葉市

条例第３３号）第３条第２項の行政財

産使用料を後納させることができる

場合として、使用開始日が４月１日で

ある場合や許可期間が年度をまたぐ

使用許可の場合の次年度以降分の使

用料については、特段の事情がある場

合を除き、使用開始日又は年度当初日

から起算して３０日以内に使用料を

納付させなければならないとされて

いる。 

しかしながら、消防局における行    

政財産目的外使用料の徴収について

は、本来設定すべき納期限を過ぎて

から調定が行われていた。 

（イ）指摘 

行政財産目的外使用料の徴収につ

いては、条例等に基づき適正に行われ

たい。 

 

 

 

 

行政財産目的外使用料の徴収については、

令和５年４月２６日付けで、消防局長から各

所属長に対して、適切な事務執行を行うよう

通知し、周知徹底を図った。以後、条例等に

基づき適正に行っている。 

 

 

 

 

 

（２）支出事務 

ア 請求書の取扱いを適正に行うべきも

の（美浜区役所） 

（ア）事案及び問題点 

美浜区役所において、支出命令書を

確認したところ、支払事務を行う際

に、まとめて複数の請求書に収受印を

押していたことから、請求書に記載さ

れた日付と収受日との間に、大幅な差

が生じている 事例が見受けられた。 

（イ）指摘 

収受印は請求書を受け取った日を

 

 

 

請求書の取扱いについては、請求書が届い

た日に収受印を押印することとし、以後、適

正な運用を行っている。 

 



 

 

示すものであり、これにより政府契約

の支払遅延防止等に関する法律（昭和

２４年法律第２５６号）における支払

期限が定まる重要なものであること

から、請求書の取扱いについては、通

知等に基づき適正に行われたい。 

 

イ 支出負担行為の決裁手続を適正に行

うべきもの（美浜区役所） 

（ア）事案及び問題点 

美浜区役所において、消耗品費等

の支出書類を確認したところ、支出

負担行為の決裁手続後に事業者か

ら物品等が納品され、検査員が受入

検査を行った後に請求書が発行さ

れているにもかかわらず、財務会計

システム上の支出負担行為の決裁

日を誤って登録してしまった事例

が散見された。 

（イ）指摘 

支出負担行為の決裁手続について

は、法令に基づき適正に行われたい。 

 

 

 

支出負担行為の決裁手続については、令和

５年度から、法令に基づき適正に行ってい

る。 

 

（３）契約事務 

ア 適正な専決者により決裁を行うべき 

もの（消防局） 

  （ア）事案及び問題点 

     消防局における一般競争入札の公     

告について、適正な専決者により決

裁が行われていない事例が見受けら

れた。 

  （イ）原因 

     千葉市決裁規程（平成４年千葉市

訓令（甲）第１号）の財務に関する事

項を適用するべきものを、誤って千

葉市消防決裁規程（昭和６２年消防

局訓令（甲）第５号）の一般的事項を

適用していたこと等による。 

（ウ）指摘 

決裁に当たっては、規程に基づき、

適正な専決者による意思決定を行わ

れたい。 

 

 

 

適正な専決者による決裁については、令和

５年４月２６日付けで、消防局長から各所属

長に対して、適切な事務執行を行うよう通知

し、所属職員に対し周知徹底を図った。 

また、各所属においては、令和５年７月ま

でに適正な決裁区分に是正した。 

 



 

 

（４）その他 

  ア 請求書の管理を適正に行うべきもの 

   （環境局、花見川区役所） 

（ア）事案及び問題点 

本市では、紙文書で提出された請求

書は、スキャンして電子決裁に添付す

ることとされており、決裁完了後は紙

文書を原本として保管することとさ

れている。 

しかしながら、環境局及び花見川区

役所において、支出命令書の添付書類

である請求書を確認したところ、スキ

ャンされた電子データは保存されて

いるものの、原本（紙文書）の所在が

不明になっている事例が見受けられ

た。 

（イ）指摘 

請求書の管理については、通知等に

基づき適正に行われたい。 

 

 

  

 

請求書の管理については、環境局長及び花

見川区長から各所属長に対して、会計室長通

知等に基づき、適正に管理を行うよう通知を

行い、所属職員に対し周知徹底し、以後、適

正な運用を行っている。 

 

  



 

 

報告書番号 ４監査報告第１１号 

監査の種類 工事定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）積算について改善すべき事項 

ア 公共建築工事における共通仮設費の

算定を適正に行うべきもの 

［都市局：千葉市地方卸売市場青果卸 

売場棟外屋根トラス改修工事］ 

  （ア）事案及び問題点 

「千葉市公共建築工事積算基準等

資料の手引き」によると、動力用水光

熱費を無償で支給する場合には、共通

仮設費の算定に用いる共通仮設費率

を低減するとされている。 

しかしながら、本工事では、特記仕

様書において動力用水光熱費に当た

る工事用水及び工事用電力を構内既

存の施設から有償で 支給するとして

いたため、無償で支給する場合には該

当しないにもかかわらず、共通仮設費

率を低減して共通仮設費を算定して

いた。 

（イ）指摘 

「千葉市公共建築工事積算基準等

資料の手引き」に基づき、公共建築工

事における 共通仮設費の算定を適正

に行われたい。 

 

 

 

 

 

  

 共通費の算定については、令和５年５月３

０日に建築管理課による積算基準等に係る

研修（第１回）を行い、公共建築工事積算基

準等資料の手引きに基づき適正に行うよう、

所属職員への周知徹底を図った。 

 また、当該工事の担当課においては、直接

工事費の入力により低減すべき補正値が表

示される算定シートを作成し、これを活用す

ることで共通費の算定を適正に行えるよう、

業務改善を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

報告書番号 ４監査報告第１１号 

監査の種類 財政援助団体等監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

１ 出資団体 

（１）社会福祉協議会 

ア 【団体】計算関係書類を適正に作成 

すべきもの 

（ア）事案及び問題点 

社会福祉法人会計基準によると、計

算関係書類に記載する金額は、原則と

して総額をもって表示しなければな

らないとされている。 

しかしながら、社会福祉協議会の総

勘定元帳等を確認したところ、ＰＣＲ

検査に係る費用について、市からの補

助金収入相当額を検査費用と相殺し、

自己負担額のみ計上している仕訳が

見受けられたことから、これに基づい

て作成される計算関係書類の一部の

科目の金額が総額をもって表示され

ていなかった。 

（イ）指摘 

計算関係書類は、事業活動の状況を

分かりやすく明らかに表示されたも

のであることが要請されており、収益

や費用等の全体像を明確にするため

には記載する金額は総額をもって表

示する必要がある。これを実現するた

めには日々の正確な会計処理と会計

帳簿の作成が重要であることから、こ

れに留意し、計算関係書類を適正に作

成されたい。 

 

 

 

 

 

 計算関係書類については、令和４年度か

ら、補助金収入相当額を検査費用と相殺する

ことなく全額計上し、科目の金額が総額をも

って表示されるよう適正に作成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 【団体】計算書類を適正に作成すべき 

もの 

（ア）事案及び問題点 

社会福祉法人の計算書類に対する

注記例等については、「社会福祉法人

会計基準の運用上の取り扱い」により

定められている。そこで、社会福祉協

議会の計算書類が同取扱いに準拠し

て作成されているか確認したところ、

 

 

 計算書類については、令和４年度決算から

「社会福祉法人会計基準の運用上の取り扱

い」に基づき適正に作成している。 



 

 

法人全体で記載する注記について以

下の事例が見受けられた。 

ａ 有形固定資産の取得価額、減価償

却累計額及び当期末残高における、

建物（基本財産）に係る記載が漏れ

ていたもの 

ｂ 合併及び事業の譲渡若しくは事

業の譲受けに関する注記が漏れて

いたもの 

（イ）指摘 

計算書類については、法人全体の財

務状況を明らかにすることに資する

ものであるため、同取扱いに基づき適

正に作成されたい。 

 

３ 公の施設の指定管理者 

（１）社会福祉法人 千葉市社会福祉協議会 

ア 【所管部局】備品管理を適正に行うべ

きもの 

（ア）事案及び問題点 

千葉市社会福祉協議会が指定管理

者となっている各指定管理施設の管

理運営の基準によると、指定管理者が

指定管理料を財源として調達した備

品については市に所有権があるとさ

れている。このため、市所管部局は指

定管理者から備品を受入れ、千葉市物

品会計規則に基づき備品受入登録を

行い、適正な備品管理を行う必要があ

る。 

しかしながら、市所管部局の備品明

細一覧表を確認したところ備品登録

が行われておらず、備品の購入につい

て把握をしていない事例も見受けら

れた。 

（イ）指摘 

所管部局においては、規則等に基づ

き備品管理を適正に行われたい。 

 

 

 

 

 

指定管理者が指定管理料を財源として調

達した備品については、指定管理者から備品

を受入れ、千葉市物品会計規則に基づき備品

受入登録を行い、以降適正に管理している。 

 

 

 


